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H16.6 改革基本方針策定 H16.6 国に対して説明し、法律改正等を要望

改革基本方針

団 体 名

(所在地）

長野県農業信用基金協会

（長野市北石堂町1177-3ＪＡ長野県ビル）

代表者

会長理事　大槻　憲雄

（ＪＡ松本ハイランド会長）

実　　施　　状　　況

改革基本方針

昭和36年の農業基本法の制定に伴い、農業経営

の近代化を目指す農業者に対し、長期低金利の

資金を融通することを目的とした農業近代化資金

助成法が併せて制定され、この制度資金の融通

を円滑にするため債務保証を行う法人として昭和

25年に設立された長野県農業協同組合共済会

の債務の保証事業を継承し、昭和36年12月に農

設立根拠 　昭和36年農業信用保証保険法

設立の沿革

農業信用保証保険法に基づき、農業協同組合その他の融資を行う機関の農業者等に

対する貸付についてその債務を保証することにより、農業者等がその経営を近代化す

るために必要な資金その他農業者等が必要とする資金の融通を円滑にし、もって農業

の生産性の向上を図り、農業経営の改善に資することを目的とする。

会員たる農業者等が農業近代化資金、農業改良資金、就農支援資金、そのほか農業

者等の事業又は生活に必要な資金を借入することにより融資機関に対して負担する債

農政部(農村振興課）

県所管部局

(課)

具体的な事業内容

事業の効率化

設立目的（寄付行為・定款上）

制度の仕組み・目的が異なるため、法律改正は困

難との見解

「制度的な制約を解消した段階で長野県信用保証

協会と統合」

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート

H20.1 改革基本方針改訂 H20.07

「現在の体制で事業の効率化を図る」

H25.2 改革基本方針改訂

「事業の効率化」

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成25年度当初現在

経営計画等の策定状況

事業執行状況を示す主な指標

7,836,050,000円

うち県の出

捐額（円）

H24

1

JA北信州みゆき外

7.3%

H22 H25

業信用基金協会法に基づき設立された

5,758,150千円

①新規保証額

②債務保証残高

③代位弁済額

④求償権残高

H23

568,660,000円基本財産（円）

年　　　　度

者等の事業又は生活に必要な資金を借入することにより融資機関に対して負担する債

務の保証。

常　　　勤 1 1

県出捐率

（％）

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

1

36,399,359千円

新システムに移行し、審査の一層の効率化・迅速

化を図った。

245,392,218千円

1,102,227千円

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員

監査等結果

64歳 489 36歳

＊次表は25年度の状況で、（　）内は24年度 （単位：千円、％）
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補助金

第7次経営計画（平成25年度～平成27年度）

業務実績、財務の状況等ホームページで公表

　会計監査人および監事による監査が実施された結果、会計監査人の監査の方法と結果は相当であり、事業報告書、財産目録、貸借

対照表、損益計算書・附属する書類並びに剰余金処分案は適正であることが確認された。

1

団体の課題等

〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

公益事業比率 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

経常比率 100.7% (100.5%) 187.3% (178.1%)

人件費比率 9.3% (11.7%) 141.0% (142.9%)

管理費比率 0.0% (0.0%) 85.0% (86.1%)

0.0% (0.0%) 4.9% (5.1%)

0.0% (0.0%)

県

費

受

入

状

況

人件費関係費

用(再掲）

0 (0)

(0)

(0)

(0)

農業信用保証保険法に基づく農業近代化資金貸付等の債務保証は他団体ではできない。
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正味財産比率

補助金等比率

固定長期適合率

借入金依存率事業支出伸び率

固定比率

流動比率
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委託料

8,266

0
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末残高
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交付金
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(5,558)
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経常費用 (B) 1,288,008
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0

0

負担金

貸付金
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①農業経営を取り巻く環境は依然として厳しく、景気回復も不透明

なことから、返済条件緩和への対応増加、代位弁済の発生等が懸

念される。

　金融円滑化法は終了したが、引き続き同様の対処を求められて

いることから、これらに則り経営基盤強化と維持・安定に資する資

金の保証対応と、返済条件の緩和についても引き続き柔軟な対応

に努める。

②価格低迷や長引く景気低迷等の影響により、代位弁済が依然と

高水準で推移しており、今後も同様の状況が見込まれる。

　融資機関との連携、債務者への個別訪問を積極的に行い、その

現況把握等期中管理に努め、回収の強化を図る。また、回収不能

な求償権は、計画的に償却処理を行い求償権残高の圧縮に努め

る。

　求償権の回収及び計画的な償却処理を行うとともに、債務保証の

リスクに対処するための特別準備金等の積立を行い、財務基盤の

強化を図ることが必要である。



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度

経常増減の部

経常収益 (A) 1,061,511 1,183,939 1,294,676

うち基本財産運用益 208,708 208,185 213,710

うち受取会費 0 0 0

うち事業収益 666,180 631,175 620,022

うち受取補助金等 16,956 21,359 53,429

うち受取国庫補助金 1,178 64 0

うち受取県補助金 5,727 8,089 8,266

うち受取市町村補助金 643 304 5,097

経常費用 (B) 1,063,437 1,180,393 1,288,008

うち事業費 22,657 20,196 11,902

うち公益事業費 0 0 0

うち給料手当 0 0 0

うち管理費 214,585 226,593 202,462

うち役員報酬 5,735 5,438 5,530

うち給料手当 122,514 132,087 114,441

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) △ 1,926 3,546 6,668

経常外増減の部

経常外収益 (D) 8,499 2,012 2,003

経常外費用 (E) 1,000 0 0

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 7,499 2,012 2,003

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) 5,573 5,558 8,671

一般正味財産期首残高 (H) 0 0 0

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 5,573 5,558 8,671

受取補助金等 327,870 38,750 237,610

うち受取国庫補助金 0 0 0

うち受取地方公共団体補助金 0 0 0

当期指定正味財産増減額 (J) 327,870 38,750 237,610

指定正味財産期首残高 (K) 10,014,544 10,347,987 10,392,295

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 10,342,414 10,386,737 10,629,905

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) 333,443 44,308 246,281

正味財産期首残高 (N) 10,014,544 10,347,987 10,392,295

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 10,347,987 10,392,295 10,638,576

②　貸借対照表

平成23年度 平成24年度 平成25年度

流動資産 5,995,199 5,472,666 5,684,750

うち現金預金 5,899,362 5,295,238 4,699,637

固定資産 14,231,054 14,854,826 14,998,524

基本財産 9,984,761 10,479,955 10,283,819

うち土地 0 0 0

うち投資有価証券 9,983,507 10,479,485 10,283,620

特定財産 0 0 0

うち退職給与引当資産 0 0 0

うち減価償却引当資産 0 0 0

その他の固定資産 4,246,293 4,374,871 4,714,705

資産合計 20,226,253 20,327,492 20,683,274

流動負債 3,303,827 3,073,606 3,034,619

うち短期借入金 495,430 472,570 560,840

うち未払金 88,975 68,624 62,426

固定負債 6,574,439 6,861,591 7,010,079

うち長期借入金 472,570 560,840 451,750

うち退職給与引当金 122,102 84,606 71,663

負債合計 9,878,266 9,935,197 10,044,698

指定正味財産 10,347,987 10,392,295 10,638,576

うち基本財産への充当額 0 0 0

うち特定資産への充当額 0 0 0

一般正味財産 0 0 0

うち基本財産への充当額 0 0 0

うち特定資産への充当額 0 0 0

正味財産合計 10,347,987 10,392,295 10,638,576

負債及び正味財産合計 20,226,253 20,327,492 20,683,274

 団体名:長野県農業信用基金協会（長野市北石堂町1177-3ＪＡ長野県ビル）【財務の状況】（公益・特別法人用）
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